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【背景・目的】 

わが国の結核登録者情報システム（以下結核サーベイランス）では，「感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律（以下，感染症法）」第 12条第 1項の規定に基づく届け出によ

って，結核医療を必要とする潜在性結核感染症（latent tuberculosis infection; 以下 LTBI）患者の情

報を収集している。LTBI患者の届け出数に関しては，2007 年以降月報や年報として結核研究所疫

学情報センターのホームページや「結核の統計」としてまとめて公表している [1]。 

国内の年間 LTBI登録者数は，2007年から 2010年まで毎年 3,000人から 5,000人ほどで推移し

ていたが（2007年 2,952人，2008年 4,832人，2009 年 4,119人，2010年 4,930人），2011年には

その数が 10,046人と前年の約 2 倍になった。結核サーベイランスから得られる情報を用いて，月

毎の LTBI 登録者数推移，自治体別，性･年齢分布別，発見方法別，職業別の同推移を検討したとこ

ろ，2010 年半ば頃から増加し始め，2011 年 2 月以降の増加が顕著であった。全国 65 の自治体別

LTBI 登録者数では，1 県以外の全ての自治体で 2009 年または 2010 年の LTBI 登録者数と比較して

2011 年で増加していた。性･年齢分布別では男性に比較して女性の増加傾向が顕著で，20 歳以上の

5 歳毎年齢区分においてより顕著な増加傾向を認めた。発見方法別では，2009 年から 2011 年のい

ずれの年においても LTBI 登録者の約 8 割が接触者健診による発見が占めており，接触者健診以外

での患者発見は限定されていた。職業別では，医療職の占める割合が増加していた（各前年比：

2009 年 22％，2010 年 27％，2011 年 37％）。また，医療従事者における発見方法では，接触者健

診が約 4 分の 3 を占めていた。 
LTBI 登録者の増加要因を引き起こす原因として， 

（1）結核感染者数の真の増加， 
（2）医療機関から保健所への LTBI 届出数・届出率の増加， 
（3）保健所・医療機関における接触者健診受診率の増加， 
（4）保健所・医療機関におけるインターフェロン-γ遊離試験（interferon gamma release assay；

IGRA）実施数の増加（クォンティフェロン○R TB 検査。（以下 QFT 検査）の年齢制限撤廃 [2]
による検査実施数の増加・同検査対象範囲の拡大による増加・同検査への予算措置や検査実施

機関の整備等による増加等）， 
（5）QFT 検査の第 2 世代から第 3 世代への移行に伴い，検査結果の判定保留者が増加すると共に

判定保留者を LTBI 治療対象者とすることによる増加， 
（6）QFT 検査の第 2 世代から第 3 世代への移行に伴い，検査感度の上昇による検査陽性者の増加

により，LTBI 患者数が増加している， 
（7）QFT 検査の第 2 世代から第 3 世代への移行に伴い，偽陽性が多発している等が考えられる。

しかし，結核サーベイランスの情報から，2011 年に結核感染者数が急激に増加している可能性

は低く，医療機関からの LTBI 届出改善や保健所による接触者健診実施強化等により受診率が

増加した可能性はあるが，主な要因となっていることは考えにくい。したがって，2011 年にお

ける LTBI 登録者増加の主な原因として有力なのは，上記の(4)，(5)，(6)，(7)である（資料

A）。 
本調査は，国内全ての保健所（495 カ所）を対象として質問票による情報収集を行い，2011年の

LTBI登録者数増加の要因として考えられるもののうち，特に上記(4)，(5)，(6)，(7)についてその

概要を把握し，LTBI登録者数増加要因に関する背景を明らかにすることを目的とする。   
 

【方 法】 
調査デザイン：本調査は，保健所の結核対策担当者に記入を依頼して収集する調査票を用いた横断



的・記述的調査である。 
情報収集項目：各保健所管内で実施された接触者健診における健診実施機関（医療機関・保健

所）・年齢区分・2009～2011 年の年別の接触者健診対象者数・QFT 検査実施者数・陽性者数・そ

の中の LTBI 登録者数，判定保留者数・その中の LTBI 登録者数，QFT 検査実施数増加の理由（接

触者健診関連・接触者健診以外），QFT 検査で偽陽性と考えられる事例について調査票に記入して

もらい，回収した（資料 B）。 
調査対象機関：全国 495 カ所の自治体保健所とした。 
情報収集・管理・分析法：上記調査票を調査対象保健所に郵送し，郵送または電子メールにて返送

してもらった。調査票は各保健所長宛の調査依頼文とともに，2012 年 8 月下旬に各保健所宛郵送し，

9 月と 10 月の 2 回未返送保健所宛に調査協力依頼文をファックスにより追加送付した。回収した情

報は，結核研究所臨床･疫学部職員により整理・保存され，必要な場合は，電子ファイルに入力し

て全ての情報を電子ファイルにより一括管理した。回収された情報内容に疑義があった場合は，著

者らが直接保健所の結核担当者に電子メール・電話・ファックス等で問い合わせて，内容の確認と

訂正を行った。 
回収された情報は，年間 LTBI 登録者数の年次推移（2009年・2010 年・2011 年）について，接触

者健診実施機関別（医療機関か保健所），年齢区分別，QFT 検査結果別（陽性・判定保留）に記述

し，医療機関における院内感染対策としての QFT 検査実施状況，2010 年夏の結核接触者検診ガイ

ドラインにおける年齢制限撤廃の影響，QFT 検査の偽陽性と考えられる事例発生の有無と発生して

いる場合のより詳しい状況等についてまとめて記述した。 
倫理的側面：本研究の研究計画内容については，研究実施前に，公益財団法人結核予防会結核研究所

倫理委員会による承認を得た。 
 

【結果】 
１. 調査票回収状況 

調査票は 495 カ所の保健所のうち，435 カ所から送付された（回収率 87.9%）。医療機関におけ

る QFT 検査実施数の集計では，情報不明（調査票内の回答が「N.A.」または「不明」）または情

報が無い（調査票内該当箇所が空欄）ために，残りの 341 保健所の情報を用いた（分析対象調査票

回収率 68.7% = 341 / 495）。同様に保健所における QFT 検査実施数の集計には 34 保健所が除外さ

れ，残りの 401 保健所の情報を用いた（分析対象調査票回収率 81.0% = 401 / 495）。QFT 検査陽性

者数の集計には，これからさらに 2 保健所が除外され，残りの 399 保健所の情報を用いた（分析対

象調査票回収率 80.6% = 399 / 495）。上記以外の，接触者健診やその他における QFT 検査対象者の

増加要因に関する情報・LTBI 登録患者増加のその他の要因については，調査票が回収された全て

の 435 保健所から得られた情報を用いた。 
 

２. 接触者健診対象者数・QFT 検査実施者数・QFT 検査結果 
（１）接触者健診対象者数 

医療機関及び保健所における接触者健診対象者数の 2009 年から 2011 年の年次推移は，2011
年・医療機関で 29,427 人，2011 年・保健所で 111,729 人とそれぞれ 2009 年（医療機関 10%増加，

保健所 6%増加）及び 2010 年よりも（医療機関 11%増加，保健所 6%増加）増加していた（図 1・
図 2）。 

医療機関の年齢区分別接触者健診対象者数では，15-50 歳の年齢層において，2010 年と比較して

2011 年では 30%の増加を認めた（図 1）。2009 年や 2010 年と比較した 2011 年でのそれぞれの増

加分の中でも，15-50 歳の年齢層が大部分を占めた（2009 年から 2010 年：年齢不明を除く増加

3,578 人中 2,622 人 73%，2010 年から 2011 年：年齢不明を除く増加 3,649 人中 3,342 人 92%）。 
保健所の年齢区分別接触者健診対象者数では，15 歳未満の年齢層において 2010 年と比較して

2011 年では 38％増加しており，15-50 歳の年齢層（3%増加）や 51 歳以上の年齢層（2%）における

増加傾向より顕著であった（図 2）。2009 年や 2010 年と比較した 2011 年でのそれぞれの増加分に

おける内訳では，15 歳未満の年齢層における増加分が 45%以上を占めていた（2009 年から 2011

 2 



年：年齢不明を除く増加数 5,160 人中，15 歳未満が 2,327 人で 45％，2010 年から 2011 年：年齢不

明を除く増加数 4,582 人中，15 歳未満が 2,479 人，54％）。 
 
（２）QFT 検査実施者数 

医療機関と保健所における 2009 年から 2011 年までの QFT 検査実施者数の年次推移は，共に増

加傾向があった。医療機関において，2009 年と比較して 2011 年では全年齢層合計で 83％の増加，

15-50 歳の年齢層で 69％の増加，51 歳以上の年齢層で 202%の増加であった。保健所において，

2009 年と比較して，2011 年では全年齢層合計で 40％の増加，15-50 歳の年齢層で 20％の増加，51
歳以上の年齢層で 266%の増加であった（図 3, 4）。 
 
（３）QFT 検査結果及び LTBI 登録者数 

1) 陽性者 
医療機関と保健所における QFT 検査陽性者の 2009 年から 2011 年における年次推移は，共に顕

著な増加傾向を認めた。2009 年と比較して 2011 年では，医療機関において全年齢層合計で 379％
の増加，15-50 歳の年齢層で 433％の増加，51 歳以上の年齢層で 202%の増加を認めた。保健所での

全年齢層合計では 161％の増加，15-50 歳の年齢層で 98％の増加，51 歳以上の年齢層で 459%の増

加であった（図 5, 6）。 
QFT 検査陽性者割合の年次推移では，医療機関・全年齢層合計（2009 年 4.4%, 2010 年 6.9%, 

2011 年 10.5%，カイ２乗傾向性検定: 287.6, p=0.000），保健所・全年齢層合計で（2009 年 5.6%, 
2010 年 6.7%, 2011 年 10.5％，カイ２乗傾向性検定: 833.9, p=0.000）と，共に顕著な増加傾向を認め

た（2009 年と比較して 2011 年では，医療機関・全年齢層合計で 140％の増加，保健所・全年齢層

合計で 86％の増加）。年齢区分別では，15-50 歳及び 51 歳以上の年齢層において，医療機関・保

健所共に増加傾向を認めた（カイ２乗傾向性検定, p=0.000）（図 7, 8）。 
QFT 検査陽性者内の LTBI 登録者数の年次推移では，医療機関と保健所とにおいて共に顕著な増

加傾向があった。2009 年と比較して 2011 年では，医療機関において全年齢層合計で 421％の増加，

15-50 歳の年齢層で 449％の増加，51 歳以上の年齢層で 567%の増加が認められた。保健所において

は，全年齢層合計で 194％の増加，15-50 歳の年齢層で 126％の増加，51 歳以上の年齢層で 640%の

増加であった（図 9, 10）。 
QFT 検査陽性者内の LTBI 登録者割合（％）の年次推移では，医療機関において，全年齢層合計

及び年齢区分別各年齢層で増加傾向を認めなかったが，保健所における全年齢層合計（カイ２乗傾

向性検定: 8.99, p=0.003）と 51 歳以上の年齢層を除く他の年齢層で増加傾向を認めた（カイ２乗傾

向性検定: 15 歳未満の年齢層で 7.58, p=0.006, 15-50 歳の年齢層で 11.46, p=0.001）。QFT 検査陽性者

内の LTBI 登録者割合は，医療機関と保健所とで共に約 50％で，約半分の QFT 検査陽性者が LTBI
として登録されていないことが推定された（図 11, 12）。 
 
2) 判定保留者 

QFT 検査実施者内の判定保留者数の年次推移は，医療機関と保健所において共に顕著な増加傾向

があった。2009 年と比較して 2011 年では，医療機関において全年齢層合計で 367%，15-50 歳の年

齢層で 412％，51 歳以上の年齢層で 325%の各増加であった。保健所においては，全年齢層合計で

188％，15-50 歳の年齢層で 142％，51 歳以上の年齢層で 447%の各増加であった（図 13, 14）。 
判定保留者割合の年次推移は，医療機関及び保健所において，それぞれ全年齢層合計で増加傾向

を認めた（カイ２乗傾向性検定: 医療機関で 10.53, p=0.001, 保健所で 26.09, p=0.000）。医療機関

では 15-50 歳の年齢層で（カイ２乗傾向性検定: 9.73, p=0.002），保健所では 15-50 歳の年齢層（カ

イ２乗傾向性検定: 17.47, p=0.000）と 51 歳以上の年齢層（カイ２乗傾向性検定: 4.30, p=0.038）とで，

有意な増加傾向を認めた（図 15, 16）。 
判定保留者における LTBI 登録者数の年次推移は，医療機関・保健所共に増加傾向があり，2009

年と比較して 2011 年では，医療機関において全年齢層合計で 836%，15-50 歳の年齢層で 987％の

それぞれ顕著な増加を認めた。保健所においては，全年齢層合計で 140％，15-50 歳の年齢層で

93％，51 歳以上の年齢層で 478%の各増加であった（図 17, 18）。 
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一方，QFT 検査判定保留者における LTBI 登録者割合の年次推移は，医療機関と保健所において

共に，全年齢層合計でも各年齢層においても増加傾向は認められなかった（図 19, 20）。 
 
3) QFT 検査陰性者数 

QFT 検査陰性者数の年次推移は，QFT 検査対象者数が増加していることを反映して，医療機

関・保健所共に増加傾向があった。2009 年と比較して 2011 年では，医療機関において全年齢層合

計で 58%の増加，15-50 歳の年齢層で 46％，51 歳以上の年齢層で 166%の増加を認めた。保健所に

おいては，全年齢層合計で 26%の増加，15-50 歳の年齢層で 10％の増加，51 歳以上の年齢層で

225%の増加であった（図 21, 22）。 
一方，QFT 検査陰性者割合の年次推移は，医療機関・保健所共に減少傾向であり，医療機関にお

ける 15 歳未満の年齢層以外全ての年齢層で減少傾向であった（p=0.000）（図 23, 24）。 
 
4) QFT 検査判定不可者数 

QFT 検査判定不可結果者数の年次推移は，医療機関・保健所共に増加傾向は認めなかったが（図

25, 26），QFT 検査実施者中の判定不可の割合は，医療機関の合計（カイ２乗傾向性検定 5.09, 
p=0.024）・保健所の合計（カイ２乗傾向性検定 574.5, p=0.00）で共に減少傾向を認め，保健所で

は 15 歳未満の年齢層を除く各年齢層で有意な減少傾向を認めた（p=0.00）（図 27, 28）。 
 
３. QFT 検査の実施状況に関する検討 
（1） 接触者健診 
「接触者健診における QFT 検査対象者が増加している」と回答したのは 435 保健所のうち 346 保健所

（80%）であり（図 29），多くの保健所で接触者健診における同検査対象者が増加していると回答してい

た。これら 346 保健所に「接触者健診における QFT 検査対象者が増加した理由として該当するも

の」について 2009 年から 2011 年までの 3 年間の各年で複数回答してもらったところ，「『結核接

触者健診の手引き』改訂に伴い，50 歳以上の対象者が増加した」と「集団感染対策として接触者健

診を実施した事例があった」と回答した保健所が，2009 年から 2010 年･2011 年に顕著に増加して

いた（図 30）。 
接触者健診における QFT 検査対象者が増加したその他の理由についての自由記載では以下のよ

うなことが挙げられていた。 
 行政機関が民間検査機関と委託契約を締結し，検査が可能となった。 
 （QFT 検査が）第２世代から第３世代に変わったことにより，採血から培養までの時間制

限が緩和され，検査可能な地域が広がった。 
 喀痰塗抹陽性の肺結核が増加したため，接触者検診対象者が増加した。 
 病院における接触者健診が増加している。 
 職場での接触健診を実施した事例が複数あったため，対象者数が多かった。 

  
（2）接触者健診以外のスクリーニング 
「接触者健診以外の結核スクリーニングによる QFT 検査対象者が増加している」と回答したのは

116 保健所のみ（27%）で（図 31），回答した保健所のうち過半数（52%）が「いいえ」と回答し

た。この 116 保健所に「接触者健診以外の結核スクリーニングによる QFT 検査対象者が増加した

理由として該当するもの」について，2009 年から 2011 年までの 3 年間の各年で複数回答してもら

ったところ，「医療施設等における定期健康診断（就職時健診を含む）の増加」と回答した保健所

が，2009 年から 2010 年･2011 年に顕著に増加していた（図 32）。その他の理由についての自由記

載では，以下の内容が挙げられていた。 
・医療機関における関節リウマチ・乾癬・潰瘍性大腸炎等の治療として生物学的製剤（やステロイ

ド等の免疫抑制剤）を投与する前の QFT 検査実施数が増加した 
・医療機関受診者（結核疑い患者）への QFT 検査実施数が増加した。 
 
（3）QFT 検査結果の信頼性について 
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「QFT 検査結果の信頼性に問題があると考えられる事例が発生したことがある」と回答したのは

34 保健所（8%）で（図 33），回答した保健所の 1 割未満であった。この 34 保健所に事例概要と

検査実施機関名について回答してもらったところ 46 事例について回答があり，そのうち 38 事例が

2011 年の事例であった（図 34）。 
 
（４） その他自由記載例 
2011 年に LTBI 登録者数が増加したその他の要因として考えられるものについて自由記載には以下

のようなことが挙げられていた 
 QFT 検査の第２世代から第３世代への移行に伴う判定保留者・陽性者数（割合）が増加した。 
 QFT 検査手技の誤りや不適切な手技により，判定保留者・陽性者数が増加した。 
 QFT 検査第２世代では採血から検査機関へ搬入するまでの時間に制約があったため，原則持ち

込むしかなかったが，第３世代は郵送で送れるようになったので手軽に使えるようになった。 
また，QFT 検査結果の信頼性に問題があると考えられる事例について，以下のような記載があった。 
 偽陽性が多発した事例はないが，疫学的状況と整合性がとれない結果が出ることがあり，その

場合は，再検査や胸部レントゲン検査による経過観察としている。 
 疫学的には同じ率で（QFT 検査陽性の）結果が出る事が予想されていたのに，乖離がありすぎ

たため同検査の精度に疑問が生まれた。 

 医療機関において職員健診で QFT 検査を実施している施設があるが，第２世代から第３世代へ

の移行により，陽性者が多く発生し，再検査で陽性者が減少した事例があった。 

 

【考察】 

本調査の対象とした全国 495保健所のうち 435カ所からの回答を得ることができ，調査票の回収

率は約 88％であった。ただし，各保健所管内の医療機関における QFT検査の実施数については，未

把握・不明・未記入が多かったため，医療機関における QFT検査状況の集計には 106カ所の保健所

情報が除外され，残りの 341カ所の保健所情報を分析対象とした。本調査で回答のあった 435カ所

の保健所のうち，106カ所（24％）の保健所から医療機関における QFT検査状況が報告されなかっ

たのは，保健所が医療機関における接触者健診実施状況を正確に把握していないことを示唆してい

る。接触者健診は感染症法第 17条に基づく健康診断と位置付けられており，保健所は医療法に基

づく院内感染対策の一環として医療機関に費用負担を求めた場合においても，接触者健診実施状況

を把握し，健診範囲や健診の質を確認する必要がある。 

医療機関と保健所のいずれにおいても，接触者健診での QFT検査陽性者中の LTBI 登録患者割合

は，全年齢層で約 50～60％程度であり，約半分の QFT 検査陽性者が LTBI治療の対象となっていな

いことを示しており，その背景についてより詳しい情報収集が必要と考えられる。QFT検査陽性者

のうち，より高齢の年齢層で LTBI治療の対象患者の割合が低いのは，2010年に改訂された接触者

健診の手引きにおいて QFT検査の年齢制限が撤廃されたために検査対象が増加と共に陽性者も増加

したが，副反応出現の可能性や結核の既感染者と判断されてために，LTBI 治療の対象外になる場合

があるためと考えられる。 

接触者健診対象者数の年次増加傾向は，保健所より医療機関の方が大きかった。このことは，医

療機関においてより積極的に接触者健診を実施するようになったことや，医療機関における院内感

染対策として接触者健診を実施する機会が増加したことも可能性として考えられる。年齢層での増

加傾向を見ると，医療機関では 15-50 歳の年齢層における増加割合が高く，増加した対象者の中で

も同年齢層が大部分を占めていた。一方保健所においては，15 歳未満の年齢層における接触者健診

対象者数の増加が，他の年齢層の増加と比較してより顕著であった。今回の調査では幾つかの保健

所が，管内で感染性の肺結核患者登録数が増加しているために接触者健診対象者も増加していると

回答しており，小児が感染を受ける事例が増加した可能性もある。 
接触者健診に関わる QFT 検査実施者数も，2009 年から 2011 年までの年次推移において増加傾向

があり，医療機関と保健所とで共に 51 歳以上の増加傾向が大きかった。2010 年改訂の接触者健診

の手引きによる LTBI 検査対象の年齢制限撤廃の影響で，QFT 検査実施者数自体はこの年齢層での

増加傾向がより大きくなっている可能性はある。ただし，前述した通り，接触者健診における QFT
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検査陽性の結果であった者が必ずしも LTBI 治療実施に繋がっておらず，QFT 検査実施者数及び

QFT 陽性者数の増加と，QFT 陽性者内の LTBI 治療実施者数との較差の背景についてより詳しい情

報収集が必要である。 
QFT 検査陽性者数は，2009 年から 2011 年にかけて医療機関と保健所とで共に顕著な増加傾向を

認めた。医療機関においては 15-50 歳の年齢層で増加傾向が大きく，保健所においては 51 歳以上

のより高齢者における増加傾向が大きかった。医療機関においては，15-50 歳の年齢層における接

触者健診対象者数が増加し，その結果 QFT 陽性者数も増加している。一方保健所では，51 歳以上

の年齢層における接触者健診対象者数の増加は顕著に認められなかったが，上述の「手引き」の改

訂に伴う QFT 検査実施者数の増加を反映して QFT 陽性者数の増加傾向も大きくなっている。 
2011 年における QFT検査の陽性者割合，判定保留者割合とも，医療機関でも保健所でも増加傾

向を認めたが，判定保留割合がより顕著な増加傾向を認めた。陽性者・判定保留者割合増加の理由

として，医療従事者や高齢者等のより結核既感染率が高いと推定される集団に対して同検査を実施

するようになったため，QFT検査の第 2世代から第 3世代への変更に伴う感度が上昇したため[3]，

検査実施機関への搬入前における要因，すなわち採血後の採血管の振り方，温度管理，検体輸送法

等による検査結果への影響，また，検査実施機関における検査方法による検査結果への影響，QFT

検査自体の問題で偽陽性が増加したため等の可能性が考えられ，以下，それぞれについて考察する。 

医療機関において 15-50歳の年齢層における接触者健診対象者数の増加と QFT 検査実施者数・

QFT陽性者数の増加を認め，保健所における 51歳以上の年齢層における QFT 検査実施者数の増加と

QFT陽性者数の増加も認めていることから，医療従事者や高齢者等のその他の人々よりも結核既感

染率が高いと推定される集団に対して QFT検査を実施するようになったことが，QFT 検査陽性者割

合と判定保留者割合の増加傾向に寄与しているものと推定される。 

国内において，QFT検査が第 2世代から第 3世代へ変更したのは 2010 年後半以降で，検査の感

度がより高い検査に変更されたことが陽性・判定保留割合の上昇に寄与していると考えられる。た

だし，QFT検査の第 2世代から第 3世代への変更による検査感度上昇は，結核患者において約 10％

程度と報告されている[3]。LTBI患者における検査感度の上昇がどの程度であるのかは不明である

が，仮にそれを結核患者における感度上昇と同様に約 10％程度と考えると，QFT検査の世代交代の

ための検査感度上昇の寄与は，2009 年と比較して 2011 年の医療機関での 140％の増加・保健所で

の 86％の増加の一部分のみである。 

採血後の検体の取り扱いの検査結果への影響と検査実施機関での検査法の検査結果への影響等に

ついては，いくつかの保健所でその影響により，QFT 検査陽性者が増加していることが指摘された。

検査手技の影響がどの程度検査結果に影響を与えているのかについては，本調査では不明である。 

QFT 検査の偽陽性がどの程度発生しているのかについては，現在 LTBI 診断法のゴールドスタン

ダードがないことから，明確に把握する事は困難であり，本調査では保健所が QFT検査の信頼性に

ついて疑義を生じる経験の有無について自由記載してもらうことで，偽陽性と疑われる事例の発生

状況の把握を試みた。回答のあった 435カ所の保健所のうち，「QFT 検査結果の信頼性に問題があ

ると考えられる事例が発生したことがある」と回答した保健所は全体の 8％（34保健所）のみであ

り，そのような事例が保健所で多く把握されているとは言えなかった。しかし，記載された事例は

3 年間に 46 事例で，そのうち 2011 年での事例が 38 例と著明に多いことから，その背景についてさ

らに検討が必要と考えられる。 

2012 年の結核登録者情報システムでの LTBI 登録者数の推移（速報値）は，6 月以降減少傾向を

認めており，2010 年から 2011 年における LTBI 登録者数の急激な増加傾向の原因については，医

療機関や高齢者を対象とした接触者健診における LTBI 診断の方法として QFT 検査が積極的に導入

された結果，元々一般人口よりも感染率の高いと推定される両人口群における QFT 検査陽性者数

と LTBI 患者数も一時的に増加した可能性がある。ただし，QFT検査が第 2世代から第 3世代へ変

更したために陽性・判定保留割合が上昇したこと，採血後の検査手技の影響，検査自体の偽陽性の

影響等についても考慮しつつ，今後も LTBI患者数の動向について，慎重にモニタリングする必要

がある。 
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【まとめ】 

2011 年の LTBI登録者数増加の要因に関する背景を明らかにすることを目的として，国内全ての

保健所（495カ所）を対象に質問票による情報収集を行った。 

本調査で，多くの保健所から医療機関における QFT検査状況が報告されなかったのは，全国で相

当数の保健所が医療機関における接触者健診実施状況を正確に把握していないことを示唆しており，

多くの保健所で，医療機関における接触者健診実施状況を把握する必要があることが明らかとなっ

た。 

本調査により，2011 年における LTBI 登録者数増加の要因については，2010 年の QFT 検査年齢

制限撤廃による検査実施数の増加，予算措置・検査実施体制の整備等による QFT 検査実施指数の

増加，QFT 検査の第 2 世代から第 3 世代への移行に伴う陽性結果者や判定保留結果者，およびそれ

らの割合の増加等が関与していることが示された。QFT 検査自体の偽陽性が LTBI 登録者数増加に

大きく寄与している可能性については，本調査では積極的に支持する結果は得られなかったが，

QFT 検査の信頼性を疑う 43 事例のうち 38 事例が 2011 年に起こっていることが報告されており，

QFT 検査の偽陽性が発生していることについては否定できず，さらなる検討が必要と考えられた。 
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図9 医療機関におけるQFT検査陽性者中LTBI登録患者数、年次別・年齢区分別 
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図10 保健所におけるQFT検査陽性者中LTBI登録患者数、年次別・年齢区分別 
（人） 
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図11 医療機関におけるQFT検査陽性者中LTBI登録患者割合、年次別・年齢区分別
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図13 医療機関におけるQFT検査判定保留結果数、年次別・年齢区分別 
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図14 保健所におけるQFT検査判定保留結果数、年次別・年齢区分別 
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図15 医療機関におけるQFT検査中判定保留結果者割合

年次別・年齢区分別（％）

2.6 
3.0 

3.9 4.1 
4.7 

8.2 7.3 6.7 

10.9 

3.3 

5.8 4.3 4.9 

8.6 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

2009年 2010年 2011年

保健所 15歳未満

保健所 15歳以上50歳以

下
保健所 51歳以上

保健所 年齢不明

保健所 合計

（400保健所における情報）

図16 保健所におけるQFT検査中判定保留結果者割合

年次別・年齢区分別（％）
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図17 医療機関におけるQFT検査判定保留結果者中LTBI登録患者数 
    年次別・年齢区分別 

（人） 
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図18 保健所におけるQFT検査判定保留結果者中LTBI登録患者数 
    年次別・年齢区分別 

（人） 

 16 



 
 

 

100.0 

33.3 
25.0 

7.2 
9.1 

15.2 

1.5 

9.6 13.1 
2.4 2.1 2.1 
6.8 8.8 

13.6 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

2009年 2010年 2011年

医療機関 15歳未満

医療機関 15歳以上50歳以

下
医療機関 51歳以上

医療機関 年齢不明

医療機関 合計

（341保健所における情報）

図19 医療機関におけるQFT検査判定保留結果者中LTBI登録患者割合

年次別・年齢区分別（％）
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図20 保健所におけるQFT検査判定保留結果者中LTBI登録患者割合

年次別・年齢区分別（％）
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図21 医療機関におけるQFT検査陰性結果者数、年次別・年齢区分別 
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図22 保健所におけるQFT検査陰性結果者数、年次別・年齢区分別 

（人） 
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図23 医療機関におけるQFT検査中陰性結果者割合、年次別・年齢区分別

（341保健所における情報）
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図24 保健所におけるQFT検査中陰性結果者割合、年次別・年齢区分別

（401保健所における情報）
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図25 医療機関におけるQFT検査中判定不可者数、年次別・年齢区分別 
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図26 保健所におけるQFT検査中判定不可者数、年次別・年齢区分別 

（人） 
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図29 保健所管内で接触者健診におけるQFT検査対象者が増加している？
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図30 保健所管内での接触者健診におけるQFT検査対象者が増加している理由として該当するもの

複数回答、年次別
件数
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図31 保健所管内で接触者健診以外によるQFT検査対象者が増加している？
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資料 A  

全国結核患者発生動向調査情報からみた LTBI（LTBI）登録者増加要因の分析 
 

１ LTBI 登録者数の性・年齢区分別推移 

2011年の LTBI登録者数が，2010年の約 2倍になっており（2009年 4,119人，2010年 4,930

人，2011年 10,046人），2010年後半以降の増加傾向が強い（図１）。表１に性・年齢別の 2009年

から 2011年までの LTBI登録者数を示す。性別では 2011年の女性の占める割合が増加している

（2009年 56.5%，2010年 55.3%，2011年 60.5%）。年齢区分では，15 歳未満の小児においても

LTBI登録者数が増加傾向にあるものの（2009年 753人，2010年 692人，2011年 1102人），15

歳以上 49歳未満や 50歳以上におけるそれと比較すると，その傾向は小さい（図２）。2010年 6月

以降での結核接触者検診ガイドラインにおける『QFT 適応 50歳未満という年齢制限の撤廃』を考

慮して 50歳以上の LTBI登録者数の増加傾向を観察してみたところ，その増加傾向は，15歳以

上 49歳未満における増加傾向と比較して小さかった。また，50歳以上の LTBI登録者数増加分

は全体増加分の 30％程度である（2009年～2010年 34%，2010年～2011年 31％，表２）。 

 

図１ 月別 LTBI 登録者数推移，2009 年～2011 年 
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表 1 LTBI 登録者数，性・年齢区分別，2009年～2011 年 

  

図２ 

 
 

表 2 LTBI 登録者数，年齢区分別，2009 年～2011 年 

  

2009 2009 2009

実数 実数

2010/

2009

比

実数

2011/

2009

比

2011/

2010

比

実数 実数

2010/

2009

比

実数

2011/

2009

比

2011/

2010

比

実数 実数

2010/

2009

比

実数

2011/

2009

比

2011/

2010

比

2009 2010 2011

総    数 4119 4930 1.20 10046 2.44 2.04 1790 2206 1.23 3966 2.22 1.80 2329 2724 1.17 6080 2.61 2.23 1.30 1.23 1.53

0～4歳 390 370 0.95 542 1.39 1.46 159 182 1.14 251 1.58 1.38 231 188 0.81 291 1.26 1.55 1.45 1.03 1.16

5～9 207 160 0.77 182 0.88 1.14 93 86 0.92 92 0.99 1.07 114 74 0.65 90 0.79 1.22 1.23 0.86 0.98

10～14 156 162 1.04 233 1.49 1.44 78 87 1.12 97 1.24 1.11 78 75 0.96 136 1.74 1.81 1.00 0.86 1.40

15～19 208 244 1.17 327 1.57 1.34 97 139 1.43 165 1.70 1.19 111 105 0.95 162 1.46 1.54 1.14 0.76 0.98

20～24 316 397 1.26 864 2.73 2.18 125 176 1.41 257 2.06 1.46 191 221 1.16 607 3.18 2.75 1.53 1.26 2.36

25～29 431 462 1.07 1080 2.51 2.34 170 189 1.11 379 2.23 2.01 261 273 1.05 701 2.69 2.57 1.54 1.44 1.85

30～34 410 519 1.27 1084 2.64 2.09 181 223 1.23 408 2.25 1.83 229 296 1.29 676 2.95 2.28 1.27 1.33 1.66

35～39 485 534 1.10 1152 2.38 2.16 211 212 1.00 448 2.12 2.11 274 322 1.18 704 2.57 2.19 1.30 1.52 1.57

40～44 440 519 1.18 989 2.25 1.91 200 213 1.07 374 1.87 1.76 240 306 1.28 615 2.56 2.01 1.20 1.44 1.64

45～49 446 479 1.07 923 2.07 1.93 182 193 1.06 325 1.79 1.68 264 286 1.08 598 2.27 2.09 1.45 1.48 1.84

50～54 203 349 1.72 773 3.81 2.21 76 146 1.92 278 3.66 1.90 127 203 1.60 495 3.90 2.44 1.67 1.39 1.78

55～59 201 290 1.44 683 3.40 2.36 90 140 1.56 289 3.21 2.06 111 150 1.35 394 3.55 2.63 1.23 1.07 1.36

60～64 102 194 1.90 577 5.66 2.97 59 101 1.71 279 4.73 2.76 43 93 2.16 298 6.93 3.20 0.73 0.92 1.07

65～69 42 115 2.74 269 6.40 2.34 22 59 2.68 134 6.09 2.27 20 56 2.80 135 6.75 2.41 0.91 0.95 1.01

70～74 26 56 2.15 142 5.46 2.54 17 32 1.88 81 4.76 2.53 9 24 2.67 61 6.78 2.54 0.53 0.75 0.75

75～79 24 35 1.46 99 4.13 2.83 13 14 1.08 53 4.08 3.79 11 21 1.91 46 4.18 2.19 0.85 1.50 0.87

80～84 20 25 1.25 69 3.45 2.76 13 8 0.62 36 2.77 4.50 7 17 2.43 33 4.71 1.94 0.54 2.13 0.92

85～89 11 10 0.91 36 3.27 3.60 4 3 0.75 14 3.50 4.67 7 7 1.00 22 3.14 3.14 1.75 2.33 1.57

90～ 1 10 10.00 22 22.00 2.20 0 3 6 2.00 1 7 16 16.00 2.29 2.33 2.67

2010 2011 F/M比2010 2011

 Male

2010 2011

 Total  Femal

2009 2010

2010/

2009比

2009-

2010の増

加分の、

全増加分

に対する

割合 2011

2011/

2009比

2009-

2011の

増加分

の、全

増加分

に対す

る割合

2011/

2010比

2010-

2011の

増加分

の、全

増加分

に対す

る割合

49歳以下 3489 3846 1.10 44.0% 7376 2.1 65.6% 1.92 69.0%

50歳以上 630 1084 1.72 56.0% 2670 4.2 34.4% 2.46 31.0%

全年齢 4119 4930 1.20 100.0% 10046 2.4 100.0% 2.04 100.0%

Total
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a) 2011年における LTBI登録患者増加の原因として，接触者健診における小児（15 歳未満）

や 50歳以上への QFT検査適応増加が考えられるが，全体の増加への影響は限定的である。 

 

２ LTBI登録者数の発見方法別推移 

 2009年－2010年における LTBI登録者推移を発見方法でみると，いずれの年も接触者検診（定

期外健診）が約 80％を占めている（表３）。また，2009年から 2011年の伸び率に占める各発見方

法の割合では，接触者検診による LTBI登録患者増加が全体の増加における 77.0％を占めてい

る。 

抗 TNF-α阻害剤など生物学的製剤の導入や普及に伴って，治療開始前に QFT検査を実施す

る例が増加したために医療機関における LTBI 患者発見数が増加していると推定されるが，結核登

録患者情報システムでのデータでは，医療機関受診中または入院中に LTBI登録となって報告さ

れている患者の割合は，全体の 8％未満で，2009年～2011年における LTBI登録者数増加数に

占める割合も 6％未満である。 

 

表 3  LTBI登録者数，発見方法別，2009 年～2011 年 

 
 

b）2009年から 2011年までの間で接触者健診の範囲が拡大したことにより，LTBI登録者数が増

加している可能性がある。 

 

c）抗 TNFα阻害剤など生物学的製剤導入に伴う新登録 LTBI患者は，その増加があったとして

も，全体の増加分への寄与は限定的と考えられる。 

 

実数 構成比 実数 構成比

2010/20

09比 実数 構成比

2011/20

09比

2011/20

10比

2009-2011の増加

数に占める割合

01 個別健康診断 84 2.0% 93 1.9% 1.11 219 2.2% 2.61 2.35 2.3%
02 定期健診（学校） 41 1.0% 35 0.7% 0.85 85 0.8% 2.07 2.43 0.7%
03 定期健診（住民） 2 0.0% 3 0.1% 1.50 7 0.1% 3.50 2.33 0.1%
04 定期健診（職場） 136 3.3% 192 3.9% 1.41 545 5.4% 4.01 2.84 6.9%
05 定期健診（施設） 4 0.1% 11 0.2% 2.75 23 0.2% 5.75 2.09 0.3%
06 定期外健診（家族） 1306 31.7% 1242 25.2% 0.95 1998 19.9% 1.53 1.61 11.7%
07 定期外健診（その他） 2111 51.3% 2823 57.3% 1.34 5981 59.5% 2.83 2.12 65.3%

接触者検診合計（再掲） 3417 83.0% 4065 82.5% 1.19 7979 79.4% 2.34 1.96 77.0%
08 その他の集団検診 50 1.2% 64 1.3% 1.28 360 3.6% 7.20 5.63 5.2%
09 医療機関（受診） 215 5.2% 229 4.6% 1.07 335 3.3% 1.56 1.46 2.0%
10 医療機関（他疾患入院中） 24 0.6% 43 0.9% 1.79 79 0.8% 3.29 1.84 0.9%
11 医療機関（他疾患通院中） 66 1.6% 76 1.5% 1.15 212 2.1% 3.21 2.79 2.5%
12 その他 67 1.6% 91 1.8% 1.36 163 1.6% 2.43 1.79 1.6%
13 不明 9 0.2% 23 0.5% 2.56 32 0.3% 3.56 1.39 0.4%
14 登録中の健康診断 4 0.1% 5 0.1% 1.25 7 0.1% 1.75 1.40 0.1%
総計 4119 100.0% 4930 100.0% 1.20 10046 100.0% 2.44 2.04 100.0%

2009 2010 2011
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４ LTBI登録者数職業別推移 

職業別 LTBI登録者の 2009年以降の年次推移みると，全 LTBI登録患者に占める医療職の割

合は経時的に上昇し，2011年には全体の 36.6％を占める（表４）。2009 年から 2011年にかけて

の全体の LTBI登録者数増加数のうち，医療職での増加は 46.9％を占めている。また 2009年に

対する 2011年の LTBI新登録者の比は医療従事者で 4.08倍，非医療従事者で 1.98倍であり，

前者での増加がより著しい。これらから，特に医療従事者における LTBI 登録者の増加が起きてい

ることが推測される。 

 

表 4 LTBI 登録者数，職業別，2009年～2011年 

 
 

d）他の職種と比較して医療職では LTBI登録者の増加が起きている。LTBI新登録者全体の増

加に占める医療職での LTBI増加の寄与は約 47％と大きい。 

 

このほか 2009年から 2011年にかけて，「職場の定期検診」での増加数が全体の増加数の

6.9％を占めており，2009年（136人）から 2011年（545人）で実数は 409人増加した（表３）。この

うち医師・看護師・他医療従事者の「職場の定期検診」による LTBI発見数増加は 357人(87.3％，

2009年 111人，2011年 468人)であり，「職場の定期検診」による LTBI新登録者増加の大半は

医師・看護師・他医療従事者が占めている（表５）。これらは接触者健診以外の院内感染対策の一

環として行った検査（新入職時や毎年の QFT検査の実施等）の結果，LTBI治療を実施したものと

推測されるが，全体の増加における 6％を占めるのみで小さい。 

 

  

実数 構成比 実数 構成比

2010/200

9比 実数 構成比

2011/200

9比

2011/201

0比

2009-

2011増に

加数占め

る割合

01 接客業等 140 3.4% 150 3.0% 1.07 306 3.0% 2.19 2.04 2.8%
02 看護師 ,保健師 615 14.9% 920 18.7% 1.50 2345 23.3% 3.81 2.55 29.2%
03 医師 93 2.3% 138 2.8% 1.48 425 4.2% 4.57 3.08 5.6%
04 その他医療職 194 4.7% 282 5.7% 1.45 910 9.1% 4.69 3.23 12.1%

医療職（再掲） 902 21.9% 1340 27.2% 1.49 3680 36.6% 4.08 2.75 46.9%
05 教員 ,保育士 28 0.7% 61 1.2% 2.18 102 1.0% 3.64 1.67 1.2%
06 小中学生等学童 332 8.1% 300 6.1% 0.90 414 4.1% 1.25 1.38 1.4%
07 高校生以上の生徒学 247 6.0% 280 5.7% 1.13 464 4.6% 1.88 1.66 3.7%
08 その他常用勤労者 1180 28.6% 1379 28.0% 1.17 2322 23.1% 1.97 1.68 19.3%
09 その他の臨時雇 ,日雇 181 4.4% 181 3.7% 1.00 345 3.4% 1.91 1.91 2.8%
10 その他自営業 ,自由業 101 2.5% 106 2.2% 1.05 230 2.3% 2.28 2.17 2.2%
11 家事従事者 120 2.9% 129 2.6% 1.08 261 2.6% 2.18 2.02 2.4%
12 乳幼児 451 10.9% 408 8.3% 0.90 570 5.7% 1.26 1.40 2.0%
13 無職 ,その他 366 8.9% 521 10.6% 1.42 1206 12.0% 3.30 2.31 14.2%
14 不明 71 1.7% 75 1.5% 1.06 146 1.5% 2.06 1.95 1.3%
総計 4119 100.0% 4930 100.0% 1.20 10046 100.0% 2.44 2.04 100.0%

2009 2010 2011
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表５ 医療従事者 LTBI登録者数，発見方法別，2009 年～2011年 

 
 

e）接触者健診以外で，医療従事者における院内感染対策の一環としての検査（新入職時や毎

年の QFT検査実施等が考えやすい）の結果 LTBI登録となったのではないかと考えられる数

（医師・看護師・他医療従事者の「職場の定期検診」による LTBI発見数）も増加しているが，

全体増加分への寄与は限定的である。 

 

５ LTBI登録者数と QFT検査の移行 

LTBI登録者数は 3Gが発売された 2010年の間に上昇を始め，殆どの機関で 3Gに移行したと

思われる 2011年 1月以降急激に上昇している（図１）。QFT-3Gの発売が 2010年 1月，QFT-2Gの

発売中止は 2010年 7月末で，2010年初め以降徐々に QFT-3Gが普及していると考えられ，少な

くとも 2011年初めには，全ての検査が QFT-3Gになっているものと推測される。LTBI登録患者増

加の原因として，QFT-2G から QFT-3G への移行に伴う判定保留の増加や感度の上昇が LTBI 登
録者数の増加の要因になっていることは否定できないが，それらが実際にどの程度 LTBI 新登録

患者増加に寄与しているかは不明である。 
 
f) QFT-2Gから 3G への移行が LTBI登録者数増加と関連している可能性が示唆される。その

原因の可能性として以下のようなことが考えられる。①判定保留者が増加し，それらの多くが LTBI
として治療対象になった。②QFT 感度が上昇し，陽性者が増加し，LTBI 治療が行われた。③偽陽

性者が増加し，LTBI 治療が行われた。 
 

実数 構成比 実数 構成比

2010/200

9比 実数 構成比

2011/20

09比

2011/20

10比

2009-2011増

加数(医療

職）に占める

割合

2009-2011増

加数(全体）

に占める割

合

01 個別健康診断 29 3.2% 44 3.3% 1.52 97 2.6% 3.34 2.20 2.4% 1.1%
02 定期健診（学校） 1 0.1% 2 0.1% 2.00 7 0.2% 7.00 3.50 0.2% 0.1%
03 定期健診（住民） 1 0.1% 0 0.0% 0.00 1 0.0% 1.00 0.0% 0.0%
04 定期健診（職場） 111 12.3% 145 10.8% 1.31 468 12.7% 4.22 3.23 12.9% 6.0%
05 定期健診（施設） 1 0.1% 1 0.1% 1.00 7 0.2% 7.00 7.00 0.2% 0.1%
06 定期外健診（家族） 22 2.4% 29 2.2% 1.32 71 1.9% 3.23 2.45 1.8% 0.8%
07 定期外健診（その他） 663 73.5% 1004 74.9% 1.51 2653 72.1% 4.00 2.64 71.6% 33.6%
08 その他の集団検診 19 2.1% 27 2.0% 1.42 188 5.1% 9.89 6.96 6.1% 2.9%
09 医療機関（受診） 26 2.9% 34 2.5% 1.31 65 1.8% 2.50 1.91 1.4% 0.7%
10 医療機関（他疾患入院中） 0 0.0% 1 0.1% 3 0.1% 3.00 0.1% 0.1%
11 医療機関（他疾患通院中） 3 0.3% 7 0.5% 2.33 10 0.3% 3.33 1.43 0.3% 0.1%
12 その他 17 1.9% 39 2.9% 2.29 93 2.5% 5.47 2.38 2.7% 1.3%
13 不明 6 0.7% 7 0.5% 1.17 16 0.4% 2.67 2.29 0.4% 0.2%

14 登録中の健康診断 3 0.3% 0 0.0% 0.00 1 0.0% 0.33 -0.1% 0.0%

902 100.0% 1340 100.0% 1.49 3680 100.0% 4.08 2.75 100.0% 46.9%

2009 2010 2011
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６ LTBI登録者数自治体別推移  

65の自治体別にみた場合，2009年と比較して 2011年では 98.5％の自治体で増加が見られ，

そのうちの約 4分の 3は 2倍以上に増加している。 

表 6 各地方自治体における LTBI登録者数の推移，2009 年～2011年 

 

2009 2010

2010/

2009

比

2011

2011/

2009

比

2011/

2010

比

全国総数 4119 4930 1.20 10046 2.44 2.04
北海道 48 123 2.56 264 5.50 2.15
青森 89 135 1.52 236 2.65 1.75
岩手 43 70 1.63 110 2.56 1.57
宮城 26 24 0.92 66 2.54 2.75
秋田 29 32 1.10 112 3.86 3.50
山形 36 47 1.31 157 4.36 3.34
福島 40 45 1.13 108 2.70 2.40
茨城 90 201 2.23 267 2.97 1.33
栃木 18 36 2.00 62 3.44 1.72
群馬 19 20 1.05 42 2.21 2.10
埼玉 207 223 1.08 548 2.65 2.46
千葉 238 299 1.26 452 1.90 1.51
東京都 701 824 1.18 1522 2.17 1.85
神奈川※ 56 143 2.55 249 4.45 1.74
新潟 11 42 3.82 57 5.18 1.36
富山 21 33 1.57 81 3.86 2.45
石川 24 20 0.83 82 3.42 4.10
福井 23 18 0.78 48 2.09 2.67
山梨 3 23 7.67 42 14.00 1.83
長野 63 72 1.14 174 2.76 2.42
岐阜 56 49 0.88 144 2.57 2.94
静岡 31 47 1.52 57 1.84 1.21
愛知 219 191 0.87 400 1.83 2.09
三重 52 33 0.63 90 1.73 2.73
滋賀 32 33 1.03 92 2.88 2.79
京都府 40 28 0.70 62 1.55 2.21
大阪府 222 180 0.81 394 1.77 2.19
兵庫 101 184 1.82 299 2.96 1.63
奈良 57 42 0.74 93 1.63 2.21
和歌山 39 51 1.31 216 5.54 4.24
鳥取 20 14 0.70 58 2.90 4.14
島根 32 30 0.94 129 4.03 4.30
岡山 49 24 0.49 105 2.14 4.19
広島 52 63 1.21 220 4.23 3.49
山口 24 12 0.50 74 3.08 6.17
徳島 29 25 0.86 90 3.10 3.60
香川 44 36 0.82 43 0.98 1.19
愛媛 43 19 0.44 58 1.35 3.05
高知 16 13 0.81 32 2.00 2.46
福岡 48 68 1.42 113 2.35 1.66
佐賀 29 21 0.72 178 6.14 8.48
長崎 30 33 1.10 91 3.03 2.76
熊本 33 52 1.58 90 2.73 1.73
大分 16 31 1.94 85 5.31 2.74
宮崎 34 41 1.21 59 1.74 1.44
鹿児島 42 41 0.98 71 1.69 1.73
沖縄 40 45 1.13 94 2.35 2.09
  （別掲）

札幌市 61 66 1.08 106 1.74 1.61
仙台市 22 41 1.86 62 2.82 1.51
さいたま市 23 56 2.43 92 4.00 1.64
千葉市 35 46 1.31 93 2.66 2.02
横浜市 135 156 1.16 229 1.70 1.47
川崎市 53 63 1.19 105 1.98 1.67
相模原市（再掲） 34 42 1.24
新潟市 16 13 0.81 34 2.13 2.62
静岡市 9 34 3.78 42 4.67 1.24
浜松市 12 13 1.08 45 3.75 3.46
名古屋市 130 161 1.24 175 1.35 1.09
京都市 47 45 0.96 152 3.23 3.38
大阪市 176 169 0.96 250 1.42 1.48
堺市 29 52 1.79 69 2.38 1.33
神戸市 46 56 1.22 79 1.72 1.41
岡山市 29 35 1.21 142 4.90 4.06
広島市 31 37 1.19 92 2.97 2.49
北九州市 11 10 0.91 40 3.64 4.00
福岡市 39 41 1.05 123 3.15 3.00
  （再掲）
東京都特別区 527 636 1.21 1115 2.12 1.75

※2010年より統計を分離した相

模原市については比較のため

2010 年と 2011 年の神奈川県の

数値に相模原市の登録者を足し

合わせて計算。 
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資料 B 
 

平成 24 年 8 月 28 日  
各保健所長様 
 

潜在性結核感染症新登録患者数増加の要因に関する 

全国保健所調査への協力のお願い 
 

厚生労働科学研究新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業 
「地域における効果的な結核対策の強化に関する研究」分担研究者 加藤誠也 

（公益財団法人結核予防会結核研究所 副所長） 
 
日頃より結核対策に関する研究・研修事業へのご理解・ご協力をいただき，まことにありがとうございます。 
さて過日公表されました結核登録者情報調査の集計結果から，2011 年において潜在性結核感染症

（LTBI）登録者数が急増していることが明らかになりました。その要因には様々なものが想定されますが，今

後必要な情報収集を行い，さらに究明を進めるべきものと思われます 
この度厚生労働省健康局結核感染症課と協議の上，厚生労働科学研究新型インフルエンザ等新興・再

興感染症研究事業「地域における効果的な結核対策の強化に関する研究」の一環として，全国の全て

の保健所を対象に，LTBI 急増の主要な要因の一つと考えられる QFT 検査実施増加の状況を中心にした

調査を行うこととなりました。参考として別添資料「全国結核患者発生動向調査情報からみた LTBI新登録

者増加要因の分析」をご覧下さい。 
 日頃の業務でご多忙な中まことに恐縮ではございますが，調査の趣旨をご理解いただいた上，何卒調査

への協力をお願いいたします。同封しました CD-ROM 内に保存されているエクセルファイル（LTBI 調査票

20120821）に入力して下記電子メールアドレス宛に返送していただくか，調査用紙に記入して同封の封筒

（またはファックス）により下記宛送付していただければ幸いです。返信は 9 月 30 日までにして下さいますよ

うよろしくお願いします。 
 返信いただいた結果は集計・分析後発表する予定ですが，協力いただいた保健所名や保健所毎・自治体

毎の個別データは公表されません。また収集された情報は研究終了後破棄します。 
 

 
 

調査責任者：厚生労働科学研究新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業 
「地域における効果的な結核対策の強化に関する研究」分担研究者 加藤誠也 

調査担当者： 同分担研究協力研究者 大角晃弘 
  

問合せ先：結核予防会結核研究所臨床疫学部・疫学情報センター 大角晃弘  
電子メールアドレス: tbsur@jata.or.jp 

 
（調査内容に関するお問い合わせは，できれば電子メールでお願いします。） 

〒204-8533 東京都清瀬市松山 3-1-24         
公益財団法人結核予防会結核研究所疫学情報センター 

Tel：042-493-3090（臨床疫学部) 
Fax：042-492-8258 
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調査票 
1 接触者健診及びその際実施した QFT 検査数を下表に記入して下さい。保健所実施分は他の保健所に依頼した数は除き，他の自治体から依頼された数を

含めて下さい。不明の部分は「不明（または NA）」と記載して下さい。同一対象者に QFT 検査を複数回実施した場合は，最終的な検査結果を記載して下さい。 

    

接触者健診 

対象者数 

←対象者中

QFT 検査実

施者数  

（実人数） 

QFT 検査結果と LTBI 登録の有無 

  
接触者健診実

施機関 

接触者健診対象・

実施者の年齢区分 陽性者数 
←陽性者中の

LTBI 登録者数 

判定保留者数

（＊１） 

←判定保留者中

の LTBI 登録者数 
陰性者数 

判定不可者数

（＊２） 

２００９

年 

医療機関 

15 歳未満 
 

 
 

  
 

    

15～50 歳未満 
 

 
    

  

50 歳以上 
 

 
 

  
 

    

保健所 

15 歳未満 
 

 
 

  
 

    

15～50 歳未満 
 

 
    

  

50 歳以上 
 

           

２０１０

年 

医療機関 

15 歳未満 
 

 
 

  
 

    

15～50 歳未満 
 

 
    

  

50 歳以上 
 

 
 

  
 

    

保健所 

15 歳未満 
 

 
 

  
 

    

15～50 歳未満 
 

 
    

  

50 歳以上 
 

           

２０１１

年 

医療機関 

15 歳未満 
 

 
    

  

15～50 歳未満 
 

 
    

  

50 歳以上 
 

 
    

  

保健所 

15 歳未満 
 

 
    

  

15～50 歳未満 
 

 
    

  

50 歳以上 
 

 
    

  
＊１判定保留者数：QFT 検査結果が 0.1 IU/mL 以上 0.35 IU/mL 未満であった検査実施者数。 
＊２判定不可者数：QFT 検査結果で，測定値 M が 0.5 IU/mL 未満のために「判定不可」の結果となった検査実施者数。 
LTBI: 潜在性結核感染症 

(調査票１頁目/３頁)



2 保健所における接触者健診実施状況 
2011年における LTBI 登録者数増加の要因として，主に以下 2.1～2.3の可能性が考えられま

す。2009年～2011年の間で，貴保健所管内における LTBI登録者数増加の要因として該当す

るものに○をつけ（複数回答可），その他の原因や具体的内容があれば記載して下さい。 

 

2.1 接触者健診における QFT 検査対象者が増加： はい・いいえ・不明 
「はい」の場合，以下の項目に記入して下さい。「いいえ」または「不明」の場合は 2.2 に移動して

下さい。 
接触者健診における QFT 検査対象者が増加した理由として該当するものに○をつけ，該当

年の欄に○を記入して下さい（複数回答可）。 
 2009 年 2010 年 2011 年 
1 集団感染対策として接触者健診を実施した事例があった 
 

   

2 QFT 検査実施に係る予算が確保できたために検査対象者が増

加した 
   

3 行政機関（地方衛生研究所・保健所等）で QFT 検査を実施でき

る体制が整備されて，QFT 検査を容易に実施できるようになった 
   

4 「結核接触者健診の手引き」改訂に伴い，50 歳以上の対象者が

増加した 
   

5 接触者健診を強化するために，より積極的に健診対象を広げるよ

うにした 
   

6 民間の臨床検査機関が QFT 検査受託を開始したため，医療機

関等でも QFT 検査を容易に実施出来るようになった 
   

7 医療機関が自主的に接触者健診対象者を保健所の想定よりも広

く設定した 
   

2.1.8 その他（具体的に記載して下さい。）       
                                       ＿＿＿   

                                       ＿＿＿   

                                       ＿＿＿   

 

2.2 接触者健診以外の結核スクリーニングによる QFT 検査対象者が増加： はい・いいえ・不明 
「はい」の場合，以下の項目に記入して下さい。「いいえ」または「不明」の場合は 2.3 に移動して

下さい。 
 2009 年 2010 年 2011 年 
1 医療施設等における定期健康診断（就職時健診を含む）の増加 
 

   

2 その他の施設（社会福祉施設を含む）における定期健康診断（就

職時健診を含む）の増加 
   

3 学生等の定期健康診断（入学時健診を含む）の増加 
 

   

2.2.4 その他（具体的に記載して下さい。） 
                                       ＿＿＿   

                                       ＿＿＿   

(調査票２頁目/３頁) 
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2.3 QFT 検査結果が疫学的状況や感染危険度等と整合しないことから，検査結果の信頼性に問

題がある（例えば，偽陽性が多発）と考えられる事例が発生したことはありますか？ はい・いい

え・不明 
「はい」の場合，各事例について（QFT 検査機会毎に）以下の空欄に具体的に記載して下さい。 

 事例が

発生し

た年 

QFT 検

査実施

者数 

陽性

者数 
判定

保留

者数 

陰性

者数 
判定

不能

者数 

QFT 検査実施機関 
(1:民間, 2:地衛研, 3:保
健所, 4:その他, 9:不明) 

←１の場合， 
検査機関名 

1 
 

        

2 
 

        

3 
 

        

4 
 

        

5 
 

        

6 
 

        

7 
 

        

2.4 2011 年に LTBI 登録者数が増加したその他の要因として考えられるものを具体的に記載して

下さい。 
                                               

                                                     ＿＿＿＿_____ 
 

3. 連絡先についてご記入下さい。 

都道府県市名： 都・道・（＿＿＿＿＿＿＿）府・（＿＿＿＿＿＿＿）県・（＿＿＿＿＿＿＿）市 

保健所名：（           ）保健所 

連絡先（内容確認等のためこちらから連絡する場合の貴保健所での担当の方）： 

お名前：（               ） 

所属課(科)：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

電子メールアドレス：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

電話番号：＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

Fax:＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
 

ご協力ありがとうございました。 
お手数ですが，本調査票を下記宛 Fax か同封の封筒による郵送にて返送して下さい。本調査

に関するご意見・お問い合わせは，下記宛にお願いします。 
公益財団法人結核予防会結核研究所臨床･疫学部，疫学情報センター  
大角晃弘（おおかどあきひろ） 
大武（おおたけ）・磯角（いそかど） 
e-mail: tbsur@jata.or.jp 
Fax: 042-492-8258  Tel: 042-493-3090 〒204-8533 東京都清瀬市松山３－１－２４ 
 

(調査票３頁目/３頁)  
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